
令和６年度第３回袖ケ浦市国民健康保険運営協議会会議次第 

 

日時 令和７年２月６日（木） 

午後２時から 

場所 市役所北庁舎３階災害対策室 

 

 

 

１ 開  会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 議  題  

（１）令和７年度袖ケ浦市国民健康保険特別会計予算（案）について 

 

（２）その他 

 

４ 閉  会 



 

 

 

令和７年度 

袖ケ浦市国民健康保険 

特別会計 

予算（案）について 

 

 

 

 

 

 
袖ケ浦市 市民子育て部 保険年金課 
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１ 概 要 
 

(1) 歳入歳出予算額 

 ５９億７，３００万円 

（前年度比 1億 3,900 万円減（2.3％減）） 
 

※参考 

① 国民健康保険税額 

１２億８６８万６千円 

   （前年度比 4,273 万円増（3.7％増）） 
 

② 保険給付費額 

  ４１億９，５５０万７千円 

   （前年度比 1,702 万 4 千円減（0.4％減）） 
 

③ 被保険者数（年度平均） 

  １０，８５９人 

   （前年度比 755 人減（6.5％減）） 
 

④ 一人当たり保険税調定額（現年度分） 

  １１３，８６８円 

（前年度比 11,774 円増（11.5％増）） 
 

⑤ 保険税収納率（現年度分） 

  ９４．０７％ 

（前年度比 1.13 ポイント減） 
 

⑥ 一人当たり療養給付費 

  ３３３，０５１円 

（前年度比 19,686 円増（6.3％増）） 
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２ 国保財政の内訳 

国民健康保険税 県支出金 繰入金

繰越金 諸収入等

国民健康保険税

12億868万6千円（20.2％）

県支出金

42億7,546万3千円（71.6％）

繰入金

4億6,218万5千円（7.7％）

繰越金

1,000万円（0.2％）

諸収入等

1,666万6千円（0.3％）

歳入
５９億７，３００万円

 
 

総務費 保険給付費
国民健康保険事業費納付金 保険事業費
基金積立金 予備費
諸支出金等

歳出
５９億７，３００万円

総務費

1億3,544万2千円（2.3％）

保険給付費

41億9,550万7千円（70.2％）

国民健康保険事業費納付金

15億2,051万6千円（25.5％）

保険事業費

8,793万6千円（1.5％）

基金積立金

1,649万6千円（0.3％）

予備費

1,000万円（0.2％）

諸支出金等

710万3千円（0.1％）
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３ 歳 入 内 訳 表 
                         

 （単位：千円） 

区　　　分
令和７年度
予算（案）

（Ａ）

令和６年度
予　算
（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

１　国民健康
　　保険税 1,208,686 1,165,956 42,730

２　使用料及び
　　手数料 1 1 0

３　国庫支出金 1 1 0

４　県支出金 4,275,463 4,288,730 △ 13,267

５　財産収入 1 1 0

６　繰入金 462,185 617,718 △ 155,533

７　繰越金 10,000 10,000 0

８　諸収入 16,663 29,593 △ 12,930

合　　 計 5,973,000 6,112,000 △ 139,000

 

○国民健康保険税は、現年度分は

3,430 万 3 千円の増、滞納繰越分

は 842 万 7 千円の増となり、全体

として 4,273 万円の増（3.7％増）

となった。 

○一般会計からの繰入金は、税率

改定により保険税収入が増加し、

財政調整基金の取り崩し額が減

額となったため、全体で 1億

5,553 万 3 千円の減となった。 

保険基盤安定繰入金の保険税減

税分及び支援分については、税率

改定によりいずれも増額となっ

た。 

職員給与費等は人件費やシステ

ム使用料の増額により増額とな

った。 

特定健診等への法定外繰入金は、

人件費の増額により増額となっ

た。 

○県支出金は、療養の給付等に要

する費用として、保険給付費等交

付金が交付される。 
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４ 歳 出 内 訳 表 
                          

（単位：千円） 

区　　　分
令和７年度
予算（案）

（Ａ）

令和６年度
予　算
（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

１　総務費 135,442 132,097 3,345

２　保険給付費 4,195,507 4,212,531 △ 17,024

３　国民健康保険
　　事業費納付金

1,520,516 1,666,899 △ 146,383

４　共同事業
　　拠出金 0 0 0

５　財政安定化
　　基金拠出金 1 1 0

６　保健事業費 87,936 83,354 4,582

７　基金積立金 16,496 1,001 15,495

８　公債費 1 1 0

９　諸支出金 7,101 6,116 985

10　予備費 10,000 10,000 0

合　　計 5,973,000 6,112,000 △ 139,000

 

 

 
 

○保険給付費は、前年度と比

較すると、1,702 万 4 千円の

減（0.4％減）となった。主な

内訳としては、療養諸費で

1,788 万円の減（0.49％減）、

高額療養費は 5 万 5千円の増

（0.01％増）。１人当たりの

療養給付費（一般）では

333,051 円となり、前年度よ

り 19,686 円の増（6.3％増）

となった。 

○国民健康保険事業費納付金

は、県内の医療給付費から公

費等による収入を除いた基礎

額から、市町村ごとの医療費

水準や所得水準、被保険者数

により配分したものである。

前年度と比較すると、1億

4,638万 3千円の減（8.8％減）

となった。 

○保健事業費は特定健康診査

等事業費にて、受診率向上の

ため、対象者の特徴に合わせ

た受診勧奨通知を個別に送付

する。また、疾病予防費とし

て、短期人間ドック助成事業

費を見込み、慢性腎臓病予防

対策として、予防基準に該当

した対象者に「腎臓病地域連

携パス」を発行し、かかりつ

け医からの重症化予防の取組

みを推進する。 



令和７年度国民健康保険特別会計予算（案）

１　歳入　　　　　　　　　　　　 （単位：円）　

１国民健康保険税 1,208,686,000 1,165,956,000 42,730,000

　1国民健康保険税 1,208,686,000 1,165,956,000 42,730,000

　　1一般被保険者国民健康保険税 1,208,686,000 1,165,956,000 42,730,000

　　　１医療給付費分現年課税分 785,050,000 799,925,000 △ 14,875,000

　　　２後期高齢者支援金分現年課税分 282,464,000 244,372,000 38,092,000

　　　３介護納付金分現年課税分 95,605,000 84,519,000 11,086,000

　　　４医療給付費分滞納繰越分 30,459,000 25,663,000 4,796,000

　　　５後期高齢者支援金分滞納繰越分 10,267,000 7,633,000 2,634,000

　　　６介護納付金分滞納繰越分 4,841,000 3,844,000 997,000

　　２退職被保険者等国民健康保険税 0 0 0

　　　１医療給付費分滞納繰越分 0 0 0

　　　２後期高齢者支援金分滞納繰越分 0 0 0

　　　３介護納付金分滞納繰越分 0 0 0

２使用料及び手数料 1,000 1,000 0

　1手数料 1,000 1,000 0

　　1総務手数料 1,000 1,000 0

　　　１証明手数料 1,000 1,000 0

３国庫支出金 1,000 1,000 0

　１国庫補助金 1,000 1,000 0

　　１災害臨時特例補助金 1,000 1,000 0

　　　１災害臨時特例補助金 1,000 1,000 0

４県支出金 4,275,463,000 4,288,730,000 △ 13,267,000

　１県負担金・補助金 4,275,463,000 4,288,730,000 △ 13,267,000

　　１保険給付費等交付金 4,275,463,000 4,288,730,000 △ 13,267,000

　　　１-1保険給付費等交付金（普通交付金） 4,166,602,000 4,184,476,000 △ 17,874,000

　　　2-1保険給付費等交付金（特別交付金） 108,861,000 104,254,000 4,607,000

５財産収入 1,000 1,000 0

　１財産運用収入 1,000 1,000 0

　　１利子及び配当金 1,000 1,000 0

　　　１利子及び配当金 1,000 1,000 0

６繰入金 462,185,000 617,718,000 △ 155,533,000

　１他会計繰入金 462,185,000 439,058,000 23,127,000

　　１一般会計繰入金 462,185,000 439,058,000 23,127,000

　　　１保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 164,354,000 152,677,000 11,677,000

　　　２保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 98,105,000 93,247,000 4,858,000

　　　３未就学児均等割保険税繰入金 2,505,000 2,010,000 495,000

　　　４職員給与費等繰入金 135,394,000 128,754,000 6,640,000

　　　５産前産後保険税繰入分 1,373,000 700,000 673,000

　　　６出産育児一時金等繰入金 13,334,000 12,667,000 667,000

　　　７財政安定化支援事業繰入金 18,619,000 18,671,000 △ 52,000

　　　８保健事業費繰入金 28,501,000 30,332,000 △ 1,831,000

　　　　その他繰入金 0 0 0

　２基金繰入金 0 178,660,000 △ 178,660,000

　　１国民健康保険財政調整基金繰入金 0 178,660,000 △ 178,660,000

　　　１国民健康保険財政調整基金繰入金 0 178,660,000 △ 178,660,000

区　　　　　　分
令和７年度
予算（案）

（Ａ）

令和６年度
予算
（Ｂ）

（現年度分）
・調定見込額　　　1,236,493千円
・一世帯当たり　　　 　164,078円
・一人当たり　　　　　  113,868円
・徴収見込税額　 1,163,119千円
・徴収見込率（平均） 　　94.07％

（滞納繰越分）
・調定見込額　　     142,376千円
・徴収見込税額　　　 45,567千円
・徴収見込率（平均）　　 32.00％

・証明など手数料として
　300円/件

・災害臨時特例補助金
　広域化後は、原則県から交付され
るが、一部国からの補助金が残って
いる。

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

備　　　考

・調整基金積立金を運用した場合の利
子等

療養費の給付等に要する費用の交付金
・療養諸費・高額療養費・移送費4,171,198千円
－第三者等返納金4,596千円 ＝ 4,166,602千円

・特別交付金
保険者努力支援制度（取組分）     27,049千円
保険者努力支援制度（事業費分）　20,091千円
都道府県繰入金          42,677千円
特定健康診査等負担金 19,044千円

（一般会計繰入金の内訳）
・法定繰入金
　433,684千円
・法定外繰入金
　 28,501千円
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７繰越金 10,000,000 10,000,000 0

　１繰越金 10,000,000 10,000,000 0

　　１その他繰越金 10,000,000 10,000,000 0

　　　１その他繰越金 10,000,000 10,000,000 0

８諸収入 16,663,000 29,593,000 △ 12,930,000

　１延滞金加算金及び過料 12,001,000 25,001,000 △ 13,000,000

　　１一般被保険者延滞金 12,000,000 25,000,000 △ 13,000,000

　　　１一般被保険者延滞金 12,000,000 25,000,000 △ 13,000,000

　　２退職被保険者等延滞金 0 0 0

　　　１退職被保険者等延滞金 0 0 0

　　３過料 1,000 1,000 0

　　　１過料 1,000 1,000 0

　２雑入 4,662,000 4,592,000 70,000

　　１一般被保険者第三者納付金 3,000,000 3,000,000 0

　　　１一般被保険者第三者納付金 3,000,000 3,000,000 0

　　２退職被保険者等第三者納付金 0 1,000 △ 1,000

　　　１退職被保険者等第三者納付金 0 1,000 △ 1,000

　　３一般被保険者返納金 1,596,000 1,544,000 52,000

　　　１一般被保険者返納金 1,500,000 1,500,000 0

　　　２一般被保険者返納金（滞繰分） 96,000 44,000 52,000

　　４退職被保険者等返納金 0 2,000 △ 2,000

　　　１退職被保険者等返納金 0 1,000 △ 1,000

　　　２退職被保険者等返納金（滞繰分） 0 1,000 △ 1,000

　　５雑入 66,000 45,000 21,000

　　　１雑入 66,000 45,000 21,000

合　　　計 5,973,000,000 6,112,000,000 △ 139,000,000

一般会計 （単位：円）　

16国庫支出金 50,990,000 47,978,000 3,012,000

 １国庫負担金 50,990,000 47,978,000 3,012,000

　１民生費国庫負担金 50,990,000 47,978,000 3,012,000

    1 社会福祉費負担金 50,990,000 47,978,000 3,012,000

　　　16　国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分） 49,052,000 46,623,000 2,429,000

　 　18 未就学児均等割保険税負担金 1,252,000 1,005,000 247,000

 　　19 産前産後保険税負担金 686,000 350,000 336,000

17県支出金 148,759,000 138,495,000 10,264,000

 １県負担金 148,759,000 138,495,000 10,264,000

　２民生費県負担金 148,759,000 138,495,000 10,264,000

　　１社会福祉費負担金 148,759,000 138,495,000 10,264,000

　　　10 国民健康保険保険基盤安定負担金 123,264,000 114,507,000 8,757,000

　　　　11 国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分） 24,526,000 23,311,000 1,215,000

　　　14 未就学児均等割保険税負担金 626,000 502,000 124,000

　　　15 産前産後保険税負担金 343,000 175,000 168,000

合　　　計 199,749,000 186,473,000 13,276,000

財政調整基金の状況 （単位：円）

５年度末残高 178,955,982

６年度積立額（予定） 406,780

６年度取崩額（予定） 130,321,000

６年度末残高（予定） 49,041,762

区　　　　　　分
令和７年度
予算（案）

（Ａ）

令和６年度
予算
（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

区　　　　　　分
令和７年度
予算（案）

（Ａ）

令和６年度
予算
（Ｂ）

保険税軽減分：164,354千円×3/4
保険者支援分：98,105千円×1/4
未就学児分：2,505千円×1/4
産前産後分：1,373千円×1/4

備　　　考

備　　　考

・前年度の繰越金（剰余金）

・延滞金
　納期限までに納付されない場合に
徴収される
・過料
　制裁の一つとして金銭を徴収する
もの
・第三者納付金
　交通事故などの第三者の行為によ
る傷病に要した診療費を返還しても
らうもの
・返納金
　資格喪失後などにかかった診療費
を返還してもらうもの
・雑入
　会計年度任用職員の雇用保険料
や指定公費など

保険者支援分：98,105千円×1/2
未就学児分：2,505千円×1/2
産前産後分：1,373千円×1/2
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令和７年度国民健康保険特別会計予算（案）

２　歳出　　　　　　　　　　　 　（単位：円）　

１総務費 135,442,000 132,097,000 3,345,000
　１総務管理費 127,862,000 126,049,000 1,813,000
　　１一般管理費 126,146,000 124,215,000 1,931,000
　　　1-3国保事務費 35,225,000 34,697,000 528,000
　　　3-1一般職人件費 90,921,000 89,518,000 1,403,000
　　２連合会負担金 1,716,000 1,834,000 △ 118,000
　　　1-1千葉県国保団体連合会負担金　　 1,716,000 1,834,000 △ 118,000
　２徴税費 7,170,000 5,643,000 1,527,000
　　１賦課徴収費 7,170,000 5,643,000 1,527,000
　　　1-2賦課事務費 2,720,000 1,402,000 1,318,000
　　　1-3徴収事務費 4,450,000 4,241,000 209,000
　３運営協議会費 410,000 405,000 5,000
　　１運営協議会費 410,000 405,000 5,000
　　　1-1国保運営協議会運営費 410,000 405,000 5,000
２保険給付費 4,195,507,000 4,212,531,000 △ 17,024,000
　１療養諸費 3,652,147,000 3,670,027,000 △ 17,880,000
　　１一般被保険者療養給付費 3,616,605,000 3,639,425,000 △ 22,820,000
　　　1-1一般被保険者療養給付費 3,616,605,000 3,639,425,000 △ 22,820,000
　　２退職被保険者等療養給付費 0 10,000 △ 10,000
　　　1-1退職被保険者等療養給付費 0 10,000 △ 10,000
　　３一般被保険者療養費 21,500,000 21,485,000 15,000
　　　1-1一般被保険者療養費 21,500,000 21,485,000 15,000
　　４退職被保険者等療養費 0 1,000 △ 1,000
　　　1-1退職被保険者等療養費 0 1,000 △ 1,000
　　５審査支払手数料 14,042,000 9,106,000 4,936,000
　　　1-1診療報酬審査支払手数料 14,042,000 9,106,000 4,936,000
　２高額療養費 518,951,000 518,896,000 55,000
　　１一般被保険者高額療養費 518,251,000 518,195,000 56,000
　　　1-1一般被保険者高額療養費 518,251,000 518,195,000 56,000
　　２退職被保険者等高額療養費 0 1,000 △ 1,000
　　　1-1退職被保険者等高額療養費 0 1,000 △ 1,000
　　３一般被保険者高額介護合算療養費 700,000 700,000 0
　　　1-1一般被保険者高額介護合算療養費 700,000 700,000 0
　３移送費 100,000 100,000 0
　　１一般被保険者移送費 100,000 100,000 0
　　　1-1一般被保険者移送費 100,000 100,000 0
　４出産育児諸費 20,009,000 19,008,000 1,001,000
　　１出産育児一時金 20,009,000 19,008,000 1,001,000
　　　1-1出産育児一時金 20,009,000 19,008,000 1,001,000
　５葬祭諸費 4,250,000 4,400,000 △ 150,000
　　１葬祭費 4,250,000 4,400,000 △ 150,000
　　　1-1葬祭費 4,250,000 4,400,000 △ 150,000
　６傷病諸費 50,000 100,000 △ 50,000
　　１傷病手当金 50,000 100,000 △ 50,000
　　　1-1傷病手当金 50,000 100,000 △ 50,000
３国民健康保険事業費納付金 1,520,516,000 1,666,899,000 △ 146,383,000
　１医療給付費分 1,020,615,000 1,110,694,000 △ 90,079,000
　　１一般被保険者医療給付費分 1,020,615,000 1,110,494,000 △ 89,879,000
　　　1-1一般被保険者医療給付費分 1,020,615,000 1,110,494,000 △ 89,879,000
　　２退職被保険者等医療給付費分 0 200,000 △ 200,000
　　　1-1退職被保険者等医療給付費分 0 200,000 △ 200,000
　２後期高齢者支援金等分 499,901,000 556,205,000 △ 56,304,000
　　１一般被保険者後期高齢者支援金等分 378,380,000 420,292,000 △ 41,912,000
　　　1-1一般被保険者後期高齢者支援金等分 378,380,000 420,292,000 △ 41,912,000
　　２介護納付金分 121,521,000 135,813,000 △ 14,292,000
　　 1-1介護納付金分 121,521,000 135,813,000 △ 14,292,000
　　３退職被保険者等後期高齢者支援金等分 0 100,000 △ 100,000
　　 1-1退職被保険者等後期高齢者支援金等分 0 100,000 △ 100,000

国民健康保険事業費納付金
　県内の保険料収納必要額（医療給付
費―公費等による収入額）を市町村ごと
の医療費や所得の水準などで按分
・医療分（11/15速報値）
 1,020,614,572円
･支援金分（11/15速報値）
   378,379,763円
・介護納付金分（11/15速報値）
　121,520,959円

退職被保険者分は令和5年度に精算し
て終了となった。令和6年度に支出は無
し。

備　　　考

（加入状況（年度平均見込））
・世帯数           7,536世帯
・被保険者数　10,859人

（国保事務費）
・会計年度任用職員　5人

（一般職人件費）
・13人
　うち保険8人、納税3人、健推2人
（県連合会負担金）
・事務費割　　　1,341千円
・均等割負担金　375千円

（療養給付費）
・一般被保険者
　　333,051円／人

（審査支払見込）
・現物給付
　 13,847千円　（単価61円）
・柔整療養費
  　 　163千円　（単価58円）
・療養費
　     　32千円　（単価36円）

（出産育児一時金）
・支給件数　40件
・支給単価　50万円
・手数料　　 210円／件

（葬祭費）
・支給件数　　85件
・支給単価　　5万円

（傷病手当金）
・令和5年5月7日までに新型コロナウ
イルス感染症に感染した会社員が対
象。
※自営業者は対象外。2年間遡って申
請可能。

区　　　　　　分
令和７年度
予算（案）

（Ａ）

令和６年度
予算
（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）
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４共同事業拠出金 0 0 0
　１-１その他共同事業拠出金 0 0 0
　　1-1年金受給者リスト経費 0 0 0
５財政安定化基金拠出金 1,000 1,000 0
　１-１財政安定化基金拠出金 1,000 1,000 0
　　１-1財政安定化基金拠出金 1,000 1,000 0
６保健事業費 87,936,000 83,354,000 4,582,000
　１特定健康診査等事業費 67,653,000 63,598,000 4,055,000
　　１特定健康診査等事業費 67,653,000 63,598,000 4,055,000
　　　1-1特定健康診査等事業費 53,667,000 56,126,000 △ 2,459,000
　　　2-1特定保健指導等事業費 13,986,000 7,472,000 6,514,000
　２保健事業費 20,283,000 19,756,000 527,000
　　１疾病予防費 20,283,000 19,756,000 527,000
　　　1-1医療費通知事業 2,880,000 2,373,000 507,000
　　　1-3健康診査助成事業 17,104,000 17,115,000 △ 11,000
　　　1-4慢性腎臓病予防連携事業 299,000 268,000 31,000
７基金積立金 16,496,000 1,001,000 15,495,000
　１基金積立金 16,496,000 1,001,000 15,495,000
　　１国保財政調整基金積立金 16,496,000 1,001,000 15,495,000
　　　1-1国保財政調整基金積立金 16,496,000 1,001,000 15,495,000
８公債費 1,000 1,000 0
　１公債費 1,000 1,000 0
　　１利子 1,000 1,000 0
　　　1-1公債費 1,000 1,000 0
９諸支出金 7,101,000 6,116,000 985,000
　１償還金及び還付加算金 7,101,000 6,116,000 985,000
　　１一般被保険者保険税還付金 7,100,000 6,100,000 1,000,000
　　　1-1還付金 7,000,000 6,000,000 1,000,000
　　　1-2還付加算金 100,000 100,000 0
　　２退職被保険者等保険税還付金 0 15,000 △ 15,000
　　　1-1還付金 0 10,000 △ 10,000
　　　1-2還付加算金 0 5,000 △ 5,000
　　３償還金 1,000 1,000 0
　　　1-1国庫補助金等償還金 1,000 1,000 0
10予備費 10,000,000 10,000,000 0
　１-１予備費 10,000,000 10,000,000 0
　　　1-1予備費 10,000,000 10,000,000 0

合　　　計 5,973,000,000 6,112,000,000 △ 139,000,000

一般会計 　（単位：円）　

３民生費 462,185,000 439,058,000 23,127,000
　１社会福祉費 462,185,000 439,058,000 23,127,000
　　１社会福祉総務費 462,185,000 439,058,000 23,127,000
　　　7-1国民健康保険特別会計繰出金 462,185,000 439,058,000 23,127,000

合　　　計 462,185,000 439,058,000 23,127,000

令和６年度
予算

区　　　　　　分 備　　　考

・還付金
　保険税が納め過ぎになった場合に、納税
者に返される金銭
・還付加算金
　還付金に付ける利息
・償還金
　国庫補助金等において精算等に伴い、過
大交付されていた金額を返還するもの

（特定健康診査等事業費の内容）
・目標受診率　60.0％
　（R5：49.2%（目標値60.0%））
（特定保健指導等事業費の内容）
・目標実施率　60.5％
　（R5：59.1%（目標値60.0％））
（医療費通知の内容）
　　33,000通（年3回）
（ジェネリック医薬品差額通知の内容）
　　 1,200通（年2回）
（健康診査助成の内容）
 基本検査25,000円（最高50,000円）助成

その他共同事業拠出金は、退職被保険者
の資格適用適正化等のための年金受給権
者一覧表作成経費だが、令和5年度で終
了。

･財政安定化基金から交付または貸付を受
けた場合の拠出金

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

令和７年度
予算（案）

区　　　　　　分
令和７年度
予算（案）

令和６年度
予算

一般会計繰入金額と同額

前年度繰越金の積立金等　16,495千円
積立運用利子　1千円

・一時借入金とその利子

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

備　　　考

・予定外の支出等に備え準備しておく費用
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国民健康保険特別会計歳入歳出内訳表

当初予算額Ａ 構成比(%) 当初予算額Ｂ 構成比(%) 決算額Ｃ 構成比(%)

1. 国 民 健 康 保 険 税 1,208,686 20.2 1,165,956 19.5 1,113,893 18.8 42,730 3.7 94,793 8.5

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 1 -

3. 国 庫 支 出 金 1 0.0 1 0.0 225 0.0 0 0.0 △ 224 △ 99.6

4. 県 支 出 金 4,275,463 71.6 4,288,730 69.5 4,197,179 70.2 △ 13,267 △ 0.3 78,284 1.9

5. 財 産 収 入 1 0.0 1 0.0 4 0.0 0 0.0 △ 3 △ 75.0

6. 繰 入 金 462,185 7.7 617,718 10.3 685,091 10.2 △ 155,533 △ 25.2 △ 222,906 △ 32.5

7. 繰 越 金 10,000 0.2 10,000 0.2 37,181 0.2 0 0.0 △ 27,181 △ 73.1

8. 諸 収 入 16,663 0.3 29,593 0.5 26,713 0.6 △ 12,930 △ 43.7 △ 10,050 △ 37.6

5,973,000 100.0 6,112,000 100.0 6,060,286 100.0 △ 139,000 △ 2.3 △ 87,286 △ 1.4

1. 総 務 費 135,442 2.3 132,097 1.9 137,216 1.9 3,345 2.5 △ 1,774 △ 1.3

2. 保 険 給 付 費 4,195,507 70.2 4,212,531 68.3 4,096,515 69.1 △ 17,024 △ 0.4 98,992 2.4

3.
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

1,520,516 25.5 1,666,899 28.1 1,741,267 27.3 △ 146,383 △ 8.8 △ 220,751 △ 12.7

4. 共 同 事 業 拠 出 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 - 0 -

5. 財政安定化基金拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 1 -

6. 保 健 事 業 費 87,936 1.5 83,354 1.4 67,878 1.4 4,582 5.5 20,058 29.6

7. 基 金 積 立 金 16,496 0.3 1,001 0.0 3,724 0.0 15,495 1548.0 12,772 343.0

8. 公 債 費 1 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 1 -

9. 諸 支 出 金 7,101 0.1 6,116 0.1 10,037 0.1 985 16.1 △ 2,936 △ 29.3

10. 予 備 費 10,000 0.2 10,000 0.2 0 0.2 0 0.0 10,000 -

5,973,000 100.0 6,112,000 100.0 6,056,636 100.0 △ 139,000 △ 2.3 △ 83,636 △ 1.4

※表示単位未満を四捨五入しています。このため、計算の積み上げと合計が一致しない場合があります。

令和６年度当初予算
に対する増減額
（Ａ-Ｂ）Ｄ

左の増減率
Ｄ/Ｂ（％）

令和５年度決算に
対する増減額
（Ａ-Ｃ）Ｅ

左の増減率
Ｅ/Ｃ（％）

歳 入 合 計

歳 出 合 計

- ９ -

(単位：千円）

区　　　　　　分

令和７年度 令和６年度 令和５年度


